
10 消防学校教育訓練実施状況 
 

(1) 令和４年度の教育訓練方針 

 令和３年度においては、７月に静岡県や神奈川県を中心に大雨が降り、静岡県熱海市で

は土石流により、甚大な災害が発生した。  

 また、８月には九州、北陸、中国地方をはじめ各地で大雨が続き、岐阜県でも東濃や飛

騨南部を中心に記録的な大雨となった。これにより土砂災害や河川の溢水が発生し、復旧

工事中の箇所が被災する事態も生じた。  

 また、未曽有の被害が想定される南海トラフ巨大地震への切迫性が高まる今日において、

県民の安心・安全を担う消防に寄せられる住民からの期待は大きく、大規模化、複雑多様

化する災害に対応する消防職団員の育成は極めて重要である。   

このことから令和４年度は、次の方針に基づいて教育訓練を実施した  

 

【初任教育】礼節と規律を重んじ、災害現場で隊長の下命に基づく基本的な活動ができる

よう消防業務全般に関する知識・技術を習得させるとともに、体力・精神力を身に付けさ

せ、即戦力となる人材を養成する。   

【消防職員専科教育、幹部教育等】現任者の更なるレベルアップを目標に先進的事例や最

新情報の提供を行う。また、移動式街区訓練施設や、実火災体験型訓練が実施できるホッ

トトレーニング施設等を活用し、より実践的かつレベルの高い教育訓練を実施する。特に、

実火災体験型訓練については、各消防本部が主体となって実施できるよう、ホットトレー

ニング指導者講習を行い、必要となる人材を育成する。 

【救急教育】救命率の向上を目的として通信指令員の救急に係る教育の充実を図るととも

に、ＭＣ救命士とともに現任の救急救命士の質を向上させるための教育を実施する。 

【消防団員教育】消防団活動に必要な基礎的知識・技術を修得させる教育や、団の指導者

等に対して必要な火災防ぎょをはじめ各種災害活動要領についての知識・技術を付与する。

特に、労働安全衛生教育の充実強化を含めた安全管理や大規模災害を想定した指揮能力の

習得に重点を置くとともに、各種教育訓練を通して地域防災力の向上を図る。 

 

 (2) 消防職員に対する教育訓練 

ア 初任教育（岐阜県消防学校教育訓練規則（昭和 46 年規則第 24 号。以下「規則」という。） 

  第５条） 

新たに採用された者又は初任教育を修了していない者に対して、職務の遂行に必要な基

礎的知識、技術を修得させるとともに、人格の向上、体力・気力の錬成、規律の保持、協

同精神のかん養等を図るため、約６か月間（８５５時間）の教育訓練を実施した。 

イ 専科教育（規則第６条） 

（ア）危険物科 

危険物業務を担当している者又は同程度の知識及び技術を有する者に対して、危険

物行政の現状や課題及び危険物関係の専門的知識を理解するとともに、的確な指導や

違反処理等を遂行できる能力を修得させるため、７日間（３５時間）の教育訓練を実

施した。 

（イ）火災調査科 

火災調査業務を担当している者又は同程度の知識及び技術を有する者に対して、火

災調査業務の現状や課題を理解するとともに、現場における的確な火災調査及び調査

書類の的確な作成のための専門的知識・技術を修得させるため、１４日間（７０時間）

の教育訓練を実施した。 

（ウ）救急科 

新たに採用された者又は救急隊員の資格のない者に対して、救急隊員として必要な

基礎的知識から専門的知識・技術までを修得させ、新たに認められた応急処置まで行

える救急隊員の資格を取得させるため、約２か月間（２７６時間）の教育訓練を実施

した。 

（エ）救助科 

   救助業務を担当している者又は同程度の知識及び技術を要する者に対して、救助行 

政の現状や課題を理解するとともに、救助業務に必要な専門的知識・技術を習得させ 



るため、２６日間（１４０時間）の教育訓練を実施した。 

 

ウ 幹部教育（規則第７条） 

(ア) 中級幹部科 

消防司令補又は消防司令の階級にある者に対して、人事管理、指揮能力等の中級幹

部として必要な知識・技術を修得させるため、９日間（４８時間）の教育訓練を実施

した。 

(イ) 初級幹部科 

消防士長又は消防司令補の階級にある者に対して、人事管理、指揮能力等の初級幹

部として必要な知識・技術を修得させるため、１４日間（７０時間）の教育訓練を実

施した。 

 

エ 特別教育（規則第８条） 

（ア）らっぱ科（消防団員と合同実施） 

らっぱを担当している者又は担当予定者に対して、らっぱ吹奏に必要な知識・技術

を習得させるため、２日間（１４時間）の教育訓練を実施した。 

  （イ）消防操法指導科 

     消防操法の指導担当者又は担当予定者に対して、ポンプ車操法及び小型ポンプ操法 

の指導に必要な知識・技術を修得させるため、１日間（７時間）の教育訓練を実施し 

た。 

（ウ）ホットトレーニング指導者講習 

ホットトレーニングの指導担当者又は担当予定者に対して、ホットトレーニングの

指導に必要な知識・技術を修得させるため、３日間（２１時間）の教育訓練を実施し

た。 

（エ）救急救命士集合研修 

全運用救急救命士及び今後運用が見込まれている救急救命士に対して、「救急救命

士に対する再教育ガイドライン」に基づき、救急救命士の判断力向上を目的として１

日間（４時間）の教育訓練を２０回実施した。 

（オ）処置範囲拡大追加講習 

平成 26 年の救急救命士法施行規則改正により拡大された処置の資格を有していな

い薬剤投与救急救命士で、地域メディカルコントロール協議会が推薦する者に対して、

救急現場において、心肺機能停止前の重傷傷病者に対する静脈路確保及び輸液、血糖

測定並びに低血糖発作症例へのブドウ糖溶液の投与等、病態に適した適切な薬剤の投

与ができる能力を修得させるため、２日間（１６時間）の教育訓練を２回実施した。 

  （カ）ＭＣ救命士養成講習 

     県ＭＣ救命士又は地域ＭＣ救命士として消防本部が推薦する者に対して、県メディ

カルコントロール協議会の管理のもと、各消防本部において救急隊員の教育訓練の企

画・運営を行う指導的役割を担うことができる「ＭＣ救命士」を養成するため、５日

間（３３時間）の教育訓練を実施した。 

（キ）通信指令員の救急に係る教育 

通信指令業務を担当する者又は通信指令員を教育する立場にある者に対して、通信

指令員として救急現場におけるバイスタンダーに対して有効な口頭指導ができる能力

及び、消防本部内において通信指令員に対して教育指導ができる知識を修得させるた

め、３日間（２１時間）の教育訓練を実施した。 

  （ク）大規模災害対応に係る教育 

災害発生時、現場において救助業務の指揮を執る者又は救助業務を実施する者に対

して、広域応援等の応援がすぐに見込めない状況で、所属する市町村消防本部や管轄

の消防団で、同時多発的に発生した火災、家屋倒壊、土砂災害等の各種災害に対応で

きる知識・能力を習得させるため、２日間（１４時間）の教育訓練を実施した。 

 

(3) 消防団員に対する教育訓練 

ア 基礎教育（規則第９条） 

消防団員としての経験が概ね３年未満の者に対して、消防団活動に必要な基礎的知識・

技術を身につけ、下命に基づく現場活動が遂行できる能力を修得させるため、２日間 



（１４時間）の教育訓練を、消防本部で７時間、学校で１日間（７時間）実施した。 

 

イ 専科教育（規則第１０条） 

（ア）機関科 

機関員を担当する者又は担当予定者に対して、ポンプ車・小型ポンプの操作及びポ

ンプ間の連携等に必要な知識・技術を修得させるため、２日間（１４時間）の教育訓

練を実施した。 

 

ウ 幹部教育（規則第１１条） 

（ア）初級幹部科 

部長、班長の階級にある者に対して、初級幹部として必要な指導能力等の知識・技

術を修得させるとともに、配下の団員に対して知識・技術の普及が図られるよう、１

日間（７時間）の教育訓練を２回実施した。 

（イ）指揮幹部科 現場指揮課程 

分団長・副分団長・部長の階級にある者又は昇任予定者に対して、平常時において

訓練を企画する能力を養うとともに、大規模災害時等において配下の消防団員を指揮

するための知識・技術を修得させるため、２日間（１４時間）の教育訓練を実施した。 

（ウ）指揮幹部科 分団指揮課程 

分団長・副分団長の階級にある者又は昇任予定者に対して、分団の管理運営及び現

場における指導能力等の知識・技術を修得させるため、２日間（１３時間）の教育訓

練を実施した。 

  （エ）上級幹部科 

     団長、副団長の階級にある者又は昇任予定者に対して、上級幹部として必要な高度 

な知識を習得させるとともに、入校生相互の情報交換を図るため、１日間（７時間） 

の教育訓練を実施した。 

     

エ 特別教育（規則第１２条） 

（ア）らっぱ科（消防職員と合同実施） 

らっぱを担当している者又は担当予定者に対して、らっぱ吹奏に必要な知識・技術

を習得させるため、２日間（１４時間）の教育訓練を実施した。 

（イ）指導員科 

指導員若しくは令和４年度に指導員に任命される予定の班長以上の階級にあり、か 

つ消防操法の知識を有している者に対して、団員の基礎的な教育訓練指導に必要な知 

識・技術を修得させるため、４日間（２５時間）の教育訓練を２回実施した。 

  （ウ）新規入団者基本教育 

     新規入団者又は類する者に対して、消防団活動に必要な基本技術を身に付け、消防 

団員として活動できる能力を習得させる教育訓練を、出前講座にて４回実施した。 

 

(4) 消防関係職員等に対する教育訓練 

ア 自衛消防隊員教育 

事業所の自衛消防隊員に対して、「事業所に勤務又は出入りする者の人命の保護」と「施

設等の被害の軽減」を図るための活動に必要な知識・技術を修得させ、事業所の自主防災

活動の充実を図るため、２日間（１４時間）の教育訓練を実施した。 

 

イ その他 

新たに採用された岐阜県職員に対して、非常事態に備えた公務員としての心構えや行動

のあり方を身につけさせ、災害時や緊急時における実践的な対応能力を養成するため、１

日間（４時間）の教育訓練を５回実施した。 


